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従来、フラ ンスの1789年8月26日 「人お よび市 民の権利 宣言」(Declaration des Droits de
l'Homme et du Citoyen)(以 下、「1789年宣言」とする。〉の「市民」観念は、フランス公法学において、
従来、当然に 「国籍保持者」を前提 としているものと考えられてきた1。例えば、フランス革命初
1筆 者 も、かつて この点 を次の ように論 じてい た。 「1789年8月26日 、フランスの憲法制 定国民議会で採択 された 『人 およ
び市民の権利宣言』は、『人(homme)』 の権利 と 『市民(citoyen)』 の権利 とを峻別 してい る。 ここで市民 とは、 ルソー
が確認 してい たように主権的権利行使 の主体 であ り、『市民 の権利』とは、一般意思 の形成 に参加 し、公職 に就任す る
ことので きる権利であ る(第6条)。 しか し、 この市民の権利 を外 国人 は享 有 しえない。(…)シ ェイエスは、1789年7月
21日の 議会演説において、自然的市民的権利(受 動的権利)と 政治的権利(能 動的権利)と を区別 し、後者 の享有主体 を『能
動的市民(citoyens　actifs)』に限定 した。その上で彼 は、いわ ゆる 『納税者株主論』により、女性 ・子 ども等 とともに外
国人が 『能動的市民』とはな り得 ないと言明 している。」(拙稿 「フランス革命期における 『国民 主権』原理 と外 国人参政権」
憲法理論研究会編 『立憲主義 とデモ クラシー』(敬文堂、2001)74-75頁)。 筆 者は、1789年 宣言の 「市民」観念 に関する
この部分 につ いて、本稿 によって、従 来の自己の見解 を修 正せざる を得 ない。
期 の 諸 憲 法 典 に お け る 「市 民 」資 格 と 「国籍 」の 関係 につ い て論 じた フ ラ ンソ ワ ・ボ レラ(Francois
BORELLA)は 、 「民 衆 の 主 権 が 国 民(Nation)に あ るの か 、 人 民(peuple)に あ るの か は 、 あ ま り
重 要 な こ とで は ない 。 なぜ な ら、 どち ら も実 際 に市 民 を構 成 し、 そ こ で は 国籍 保 持 者 を意 味 す る
か らで あ る 」2と指 摘 し、 革 命 期 の 憲 法 典 に お け る市 民 権 と 国籍 は 同 一 視 し得 る もの と考 え3、 或
い は 「市 民 権 と は、 国 籍 保 持 者 の うち少 数 者 が 主 権 へ 能 動 的 に参 加 す る こ とで あ る」4と述 べ 、 よ
り厳 密 に は、 市 民 権 は国 籍 の 部 分 集 合 で あ る 旨 を主 張 す る。
も っ と も、 「市 民 権 」 とい う言 葉 は 、 現 在 、 多 用 な文 脈 で 用 い ら れ て い る。 樋 口 陽 一 が 指 摘
す る よ う に 、「語 源 的 に は 、<citoyen>は 徹 頭 徹 尾 公 的 存 在 で あ り、<citoyen=politique>だ
け が あ り得 た 。 しか し、 近 代 実 体 公 法 は 、<citoyen>を 公 的 存 在 と 私 的 存 在 と に 分 裂 さ せ 、
<citoyen=politique>と<citoyen=civil>の 二 元 構 造 を もた ら した」5ので あ る。 言 語 学 的 にみ て興
味 深 い の は、<citoyen>の 形 容 詞 形 に<civique>と<civil>が あ り、前 者 は 「公 民 権 剥 奪(privation
des droits civiques)」 な ど の よ う に、 古 代 ギ リシ ャ や古 代 ロ ー マ で使 用 され て い た 「市 民 」の 原 義
に忠 実 な公 的 ・政 治 的 意 味 で 用 い られ て い る の に対 し、 後 者 は、 「民 法 典(Code civil)」の よ う に、
私 的 ない し市 民 社 会 的 な意 味 で 使 用 され て い る こ とで あ る。 現 在 、 「市 民 社 会 の様 々 な領 域 で 主
張 され る 『新 しい市 民 権(nouvelles citoyennetes)』 」6も、 この 後 者 の 一 例 で あ る と考 え られ る7。
2F
.　BORELLA,《Nationalfite　 et　citoyennete　 en　droit　francais》in　 Dominique　 COLAS(sous　 la　direction　 de)L'Etat　 de
　 droit,　PUF.,1987,　 p.40.参 照 、樋 口 陽 一 『近 代 国 民 国 家 の 憲 法 構 造 』(東 京 大 学 出 版 会 、1994年)141頁 以 下 。
3ボ レ ラ は
、 最 新 の著 書 に お い て も次 の よ う に述 べ て い る 。 「フ ラ ンス 革 命 は 、 国 籍 に関 す る諸 ル ー ルles　 re　les　de　 la
　 nationalfite)を 定 め 、 そ こで そ の 諸 ルー ル を確 立 す る主 権 を 国民(nation)に 移 譲 した。1791年 憲 法 は、 最 初 の 国 籍 法 典
　 (le　Premier　 code　 de　la　nationalite)を 創 設 した 」(F,　BORELLA;Elements　 de　droit　constitutionnel,　Presses　 de　la　Fondation
　 nationale　 des　Sciences　 Politiques,2008,　 P.163)(下 線 部 は、 原 文斜 字 体 〉。 なお 、 ボ レ ラ も 同書 で 指 摘 して い る よ うに 、
　 ナ ポ レオ ン法 典(1804年)以 降 、 国 籍 に 関す る 諸 ル ー ル は 憲 法 典 で は な く、 民 法 典 に挿 入 され る こ とに な る。 こ の こ
　 と の 意 味 を 説 明 す る近 時 の 興 味 深 い見 解 と して 、 参 照 、 水 林 彪 「近代 民 法 の 本 源 的性 格一 全 法 体 系 の根 本 法 と して の
　 Code　 civil-」 広 中俊 雄 責任 編 集 『民 法 研 究 』5号(信 山社 、2008)1頁 、山 元 一 「〈法 構 造 イ メ ー ジ 〉 にお け る憲 法 と民 法 」
　 『法 学 セ ミナ ー 』646号(2008)12頁 。
4F
.　BORELLA,《Nationalite　 et　citoyennete　 en　droit　francais》,　 op.cit.,　p.41.
5樋 口 陽 一 ・前 掲 書(注2)156頁
。
6D
.　LOCHAK,≪Comment　 definir　la citoyennete?≫in　 B.　DELEMOTTE,　 J.　CHEVALLIER(sous　 la　direction　 de),
　 Etranger　 et　citoyen:Les　 immigres　 et　la　democratie　 locale,　L'Harmattan,1996,　 p.13.
7こ の 点 に 関 して
、 日本 の 社 会 学 に よ っ て紹 介 さ れ た フ ラ ンス の 「新 しい 市 民 権 」論 は 、 外 国 の 地 方 参 政 権 に とっ て 有 効
　 な 理 論 と し て流 布 さ れ て い る よ う に思 わ れ る が 、 実 は そ れ ほ ど明 晰 な も の で は な い 。 例 え ば、 宮 島喬 は 次 の よ う に紹
　 介 す る 。 「『新 しい 市 民 権 』とい う言 葉 自体 は 、1986年 、 シ ラ ク内 閣の 下 で企 て ら れ た 国籍 法 の改 正 を き っか け とす る 国
　 内 、 各 界 で の 活 発 な議 論 の なか で登 場 す る の で あ る が 、 ぐ こで は中 心 的 ア ク セ ン トが 置 か れ た の は、『居 住 原 理 に よ る
　 市 民 権 』で あ っ た 。 で は そ れ は、 い わ ゆ る外 国 人 地 方 参 政 権 の要 求 な の だ ろ うか 。 イエ ス で あ り、 ま た ノ ー で あ ろ う」
　 (宮 島喬[『 新 しい 市 民 権 』と地 域 市 民 権 一 フ ラ ンス の 移民 新 世代 の 国 民 化 と市 民 化一 」『立 教 大 学社 会 学 部 研 究 紀 要 』44
　 号(2002)7頁)。 しか し、 こ の宮 島 の指 摘 に は、重 大 な事 実 誤 認 が あ る。 「新 しい 市 民 権 」と い う言 葉 は、1981年7月9日 、
　 国 民 議 会 に お い て 当 時 の社 会 党 内 閣 の 首 相 モー ロ ワ(Pierre　 MAUROY)の 演 説 に よ って 公 認 さ れ た もの で あ り、厳 密
　 な意 味 で の 政 治 的 領 域 以 外 の 社 会 的 領 域 全 体(職 場 や 企 業 な どの 「市 民 社 会 」)が 、 この 市 民 権 の 及 ぶ 射 程 範 囲 で あ る
　 (Voir,　D.　LOCHAK,《La　 citoyennete:un　 concept　 juridique　 flou》in　 Dominique　 COLAS,　 Claude　 EMERI　 et　Jacques
　 ZYLBERBERG(sous　 la　direction　 de),Citoyennete　 et　nationalfite:Perspective　 en　France　 et　au　Quebec,　 PUF,1991,　 p.204)o
しかし・本稿の目的は・「市民権」の現代的展開8を縷々論 じることではない9。本稿は、あ くま
でも、1789年 宣言における 「市民」観念がそ もそも外国人を排除する観念であったのかについて
ささやかな検討を行 うことを意図しているにすぎない(も っとも、この宣言は、現行 「憲法ブロッ
ク」を構成 してお り、現代的意味を有することにも注意されたい)。
さて、現代 において 「国民」と「外 国人」とを分かつ法的指標は、いうまで もな く「国籍」
(nationalite)である。現代フランスの法学辞典によれば、「国籍」とは、まず 自然人のそれとして、
「ある国家(Etat)の 法律によって規定される、ある個人を当該国家に結び付ける法的 ・政治的紐
帯(1ien juridique et politique)」10と定義される。さらに、法人の国籍、船舶・航空機など物の国
籍と続き、第四義として、人の集合体の意味での 「国籍」について、「その固有の国家を有するこ
と、又は結び付けられた国家の内部でその独 自性を擁護する規範を享受することを望み得る(人
種、文化、言語という)共通の特徴 を有する人々の総体」11と定義 される(ち なみに、我が国の 『フ
ランス法辞典』では・この意味で用いられる場合に「民族」という訳語が当てられている12)。
しかしながら、実はこの「国籍(nationalite)」という言葉それ自体は、大革命初期においては存 .




　 「居住市民権」としての 「新 しい市民権 」はその後、た しか に一部 の論者 によって 「外国人住民のための投票権の要求」に
　 もつながってい くが、現状で は、「選挙権 とい う厳格 な枠組み以外 での参加 を考 えるよう余儀 な くされて いる」(Voir,　D.
　LOCHAK,《Comment　 definir　la　citoyennete?》,　op.cit.,　p.25)。
　　 これ と同様 の 指摘 をす る者 に、 ドミニ ク ・シ ュナペ ー ル(Dommique　 SCHNAPPER)が い る。彼 女 は、三 つの
　 「新 しい市民権」、具体的 には、①マー ス トリヒ ト条約 上のEU市 民権 を意味す る 「『新 しい』ヨーロ ッパ市民権 」(la・
　nouvelle》citoyennete　 europeenne)、 ② 「居住市民権」(la　citoyennete-residence)、 ③ユルゲ ン ・ハーバーマス(J�gen
　HABERMAS)に よって提起 された 「ポス ト・ナ ショナ ルな市民権」(1a　citoyennete　postnationale)」 を議論の組上 に載
　せ る。彼女 にあつて も、「居住市 民権」の射程範 囲 は、地 方参政権 ・公務就任権 に までは及ん でいない。 それは＼ 狭
　義 の政治生活 への参加 の権利 や投票権 を承認 しな くとも、外 国人 を含 むすべて の者 に、滞在 の権利 や民事的 ・経済
　的 ・社会的諸権利 の行使 を保 障す る市民権 として理解 されている。Voir,　D,　SCHNAPPER,　 Qu'est-ce　que　la　citoyennete?,
　Gallimard,2000,　pp.246　et　suiv.
8フ ランス における 「市民権」の展 開 を論 じた 日本憲法学 の優 れた先行研究 と して
、参 照、水 鳥能伸 「フラ ンス憲法にお
　け る 『市民権』概念 小論」阪本 昌成編 『畑博 行先生古希記念:立 憲主義一過去 と未来の間一』(有信堂、2000)78頁 。
9外 国人の公務就任権 との関係で 「市民権 」観念 の展 開を追
った もの として、参照、`拙稿 「フランス にお ける外 国人の公
　務就任権 に関す る一考察 一近代国民国家 にお ける 『国籍』・『市民権』観念 の研究序説一」(博士論文、2008年東北大学提 出)
　 (『法学』73巻5号(2009)以 降掲載予定)。
°10 Gerard　CORNU(sous　 la　dir.),Association　 Henri　Capitant,　Vocabulaire juridique,4e　ed.,　PUF,2003,　 p.584.
"11 ibid.,p.584.






失要件 として 「外国への帰化」を定めていた1793年 憲法第5条 の解釈論として、ステファン ・カポ










いう言葉が用い られていた と考え、この言葉についても適宜使用 していく。
1.革 命期の外国人に対する二つの潮流の対立:普 遍主義的潮流 とナショナルな潮流
フランス革命期における外国人に対する考え方には、大きな二つの潮流があったと考えられる。
一つは、18世紀のコスモポリタン思想の影響を受けた普遍主義的潮流であり、もう一つは、ナショ





14　1791年 憲 法 は 「フ ラ ンス 市 民 の 資 格」 の 喪 失 要 件 と して 「外 国へ の帰 化 」を規 定 した(第2編 第2条)
。 ジ ロ ン ド派 憲 法 草 案
　 は 「市 民 」資 格 の 喪 失 要 件 と して(第2編 第2条)、1793年 憲 法 は 「市 民 の 権 利 行 使 」の喪 失 要 件 と し て(第3章 第5条 〉、 そ れ
　 ぞ れ 「外 国 へ の 帰 化 」を規 定 し た。
is　S
.　CAPORAL;≪Citoyennete　 et　nationalfite　 en　 droit　 politique　 interne≫,　 in　G.　KOUBI(sous　 la　dir.　de),De　 la
citoyennete, Litec,1995,　 pp.67-6&参 照 、 光 信 一 宏 「フ ラ ンス1793年 憲 法 と外 国 人 の 選 挙 権(一)」 『愛 媛 法 学 会 雑 誌』29巻
　 1号(1998)70頁 。
is　V
.　AZIMI,≪Le　 suffrage≪universaliste≫,　 Les　 etrangers　 et　le　droit　electoral　 de　1793≫,　 in　J.　BART,　 J-J.　CLERE,　 C.
　 COURVOISIER　 et　M.　VERPEAUX(sous　 la　dir.　de),　La('onstitution　 du　24juin　 1793,L'utopie dans le droit pubulic francais?
　 EUD,1997,　 p.220.参 照 、拙 稿 ・前掲(注1)83-84頁 。
17J
.　PORTEMER,《L'etranger　 dans　 le　droit　 de　 la　Revolution　 francaise》,　 in　Recueil de la Societe Jean Bodin, t.10,
　 1 L'etranger,Les　 editions　 de　la　libraire　encyclopedique,1958,pp.533-552.
わちフランス人の一つの共通法を」創設することによって、州や都市のあらゆる特権を永久に廃
止することをその内容 としていた18(下 線は引用者)。 したがって、国民共同体に帰属するに際
しては、「市民」とそ うでない者とが区別され、「市民」の資格に結びついた幾つかの特権は、市
民資格 を有する者のみに付与されることを承認することになる。ダニエール ・ロシャックの言葉
を借 りれば、それは、「革命思想のパラ ドックスまたは悪結果」ということになる。国王か ら国
民への主権の移譲は、国民主権の資格保持者である 「国民」を構成することになる 「市民」によっ
て引き起 こされた革命が成就 したことによる。しか し、それによって、「市民」とそうでない者
との間に境界線が設定されることによって、国民国家 を「ロックアウ トする」結果がもたらされ
た19。




















20西 川長夫 の以下の諸業績 を参 照せ よ
。西川長 夫 「フラ ンス革命 と国民統合一比較 史の観点 か ら」『思想』789号(1990>
　 119頁(の ちに同 『国民国家論の射程あ るい はく国民 〉とい う怪物 について』(柏書房、1998)に 所収)、 近代社会史研究
　 会(問 題提起:西 川長夫)「 フランス革命 と国民統合一社会史 と国家論 の接点 を求 めて1」 『Justitia』2号(1990)199頁 、
　 西 川長夫 「国民(Nation)再 考一 フラ ンス革命 における国民創 出をめ ぐって一 」『人文学報』70号(1992)1頁 。
,21拙稿 「フランス革命初期 におけ る 『外 国人』の政治参加(五 ・完)」『成蹊 論叢』40号(2003)32頁 。
22A.MATHIEZ,Etudes robespierristes:La conspiration de l'etranger, Armand　 Colin
,1918.
を認められない」とするデクレが採択 され、 トマス ・ペイン(Thomas　 PAINE)と アナカルシス ・
クローツ(Anacharsis　 CLOOTS)と いう2名の外国出自の議員を国民議会か ら追放することを宣
言 したとき以降、外国人排除の論理は決定的となり、以後その論理が貫徹 していくことになる23。
革命 期 におい て、外 国人に対す る 「普遍主義 的(universaliste)潮 流 」と「ナシ ョナル な
(nationaliste)潮流」とは、時に「交錯 し」24、対立した。フランス革命の最初の数年間(1789年 ～
1793年)は 、「市民権」観念 も両者の問で揺れ動いた。革命期の多 くの法文書は曖昧で、両義的で
あることも関係 しているであろう。 しかし、たとえ 「普遍主義的潮流」が革命初期に勝っていた
としても、結局、最終的には、フランス革命 は 「ナショナルな潮流」による解釈が持続 し、勝利
を収めたと考えられる。
2.ミ シェル ・トロペール(M.TROPER)の 仮説
「普遍的友愛」とい うコスモポリタン思想25が支配的となっていたフランス革命の最初の数年
間、国民議会議員たちは、外国人に対して市民権を広 く開放することを認めようとした。彼 らの
関心は、特権的な公的 ・政治的権利 を享有する 「国民」を定義することではなく、反対に、主権
を有する 「国民」を構成する 「市民」を神聖化 し、その資格保持者に特権的な公民的諸権利を付与
することであったと考えられる。革命初期の諸憲法典において、「国民」でなく、「市民」の権利









民」の観念は普遍主義 と矛盾 したものではなく、国民国家は外国人の排除を前提 としていないと
い う。革命家たちの政治的計画は、大革命 を 「輸出し」、それを普遍化 ・世界化するという意思
23参 照
、 拙 稿 「フ ラ ンス 革 命 初 期 に お け る 『外 国 人』の 政 治 参 加(三)」 『現代 社 会 文 化研 究 』22号(2001)134頁 以 下 。
'24J
.PORTEMER,　 op.cit.,　p.534.
25こ の コ ス モ ポ リ タ ン思 想 に つ い て は
、 参 照 、M.　 BORGETTO,La notion de fraternite en droit public francais.　 La　passe,　le
　 present　et　1'avenir　de　la　solidarite,　L.G.D.J,1993,　 p.54　et　suiv.
26M
.　TROPER,《La　 notion　 de　 citoyen　 sous　 la　Revolution　 francaise》,　 in　Etudes　 en　l'honneur　 de(Georges　 Dupuis:1)YOII
　 public,　LGDJ,.1997,　 p.308.
に満ち溢れてお り、それは、「市民」を 「国民」の内部に 「再閉鎖」しないことを前提 としていた27
というのである。この トロペールの仮説を検証するためには、革命期の最初の数年間における「市
民」観念を検討し、その展開を探究することが必要であろう。




　 「国民による国家の征服は、絶対君主制の崩壊によって著 しく容易になった」29とハ ンナ ・アレ
ント(Hannah　 ARENDT)は 指摘する。なぜなら、王政が廃止され、国民主権が宣言 されたこと
により、国民の間に存在する関係は、もはや王権神授説による神授権の君主に対する忠誠関係で
はなく、「市民の共同体」としての国民の問の水平的関係へ と変化 したか らである。したがって、
国家機関は、国王に奉仕するために独 占されることが否定 され、「国民の道具(instrument)」 へ
と変わる。革命後に公務員 として働 くことは、「国民のために」働 くことを意味する。このことは、
必ず しも、革命前に「外国人」であった者の公務就任を阻止する効果をもたらさなかつた。
　 たしかに、1791年 憲法は、選挙権を行使 し、主要な公務 に就任するためには、「能動的市民」
の資格を有することを前提 とする。 しかし、それは革命前に 「外国人」であった者にとって、特






フランス市民のみに留保 された 「市民の権利」の区別を創設 していると理解するべきか、或いは
反対に、社会集団の構成員 という資格でフランス生まれの者と外国生れの者 とを区別することな
27S
.　WAHNICH　 L'etranger dans le discours de la Revolution francaise, Albin　 Michel,1997.
z28　D
.　SCHNAPPER,　 u　La　citoyennete:perspectives　 historiques　 et　theoriques.　 Les　processus　 de　1'integration　 en　France≫ ,
　 in　Cahier　de　la　Documentation Francaise: Citoyennete　 et　societe,1997,　 PP.14　 et　S.
a29　H
.　ARENDT,　 Les　origines　du　totalitarisme:L'imperialisme,　 Seuil,2006,　 p.182.
30 1790年4月30日 「フ ラ ンス 市 民 に な るた め に外 国 人 に必 要 と され る要 件 に 関す る デ ク レ」(A
.P.,1,　s.t.15,　p.340)。 参 照 、 拙
　 稿 「フ ラ ンス 革 命 初 期 に お け る 『外 国 人 』の 政 治 参 加(一)」 『現 代 社 会 文 化 研 究 』17号(2000)84頁 。 な お 、歴 史 家 マ チ エ は、
　 「前 例 の な い こ の 自 由 主 義 的 な デ ク レ に よ って 、 フ ラ ン ス に居 住 す る 最 大 数 の 外 国 人 が 、 結 果 的 に古 来 か らの フ ラ ンス
　 人 と完 全 に 同 一 視 され る こ とに な る。 彼 ら は国 民 衛 兵 に入 隊 し、良好 な秩 序 を確 保 す る 責 務 を負 わ され 、武 器 を所 持 し、
　 被 選 挙 人 団 に加 入 し、 全 て の 職 業 に 就 く資 格 を有 した 」と指 摘 して い る(A.MATHIEZ;La　 Revolution　 et　les　etrangers





















31も っ と も
、 「市 民 」観 念 は 、 革 命 期 に固 有 の も の で は な い 。 そ れ は 、 か な り以 前 か ら存在 す る観 念 で あ る。 い か な る 者
　 も、 「市 民 権 」概 念 の 起 源 を無 視 して は な ら ない(C.BRUSCRI,《Le　 droit　de　cite　dans　 1'antiquite:un　 questionnement
　 pour　 la　citoyennete　 aujourd'hui》,　 in　La citoyennete, op.cit.,1988,　 p.127;D,　 SCHNAPPER,　 op.cit.,　Gallimard,2000,　 pp.12
　 et　s.)。16世 紀 に ジ ャ ン ・ボ ダ ン(Jean　 BODIN)は 、 既 に 「市 民 」とい う言 葉 を近 代 的 意 味 で 用 い て い た くJ.　BODIN,　 Les
　 six　livres　de　la　Republique,1ivre　 1,　chaptre　 6,1576)。 そ れ は 、 ま ず 「都 市 の 住 民 」(bourgeois,　 habitant　 d'une　 cite)を 意 味
　 す る もの で あ っ た 。 次 に、 こ の言 葉 は、 他 国 の 住 民 で あ る外 国人 と の対 比 を含 意 した上 で 「あ る 国 の住 民(1'habitant　 d'
　 un　 pays)」 を 意 味 す る の もの で あ っ た(Voir,　 D.　LOCHAK,≪La　 citoyennete:un　 concept　 juridique　 flou・,　op.cit.,　p.181.
　 ロ シ ャ ッ クは 、 市 民 と は、 公 共 の利 益 、 当該 国 家 の 利 益 に 身 体 を捧 げ た人 を意 味す る と記 して い る)。 ボ ダ ン は フ ラ ン
　 ス 臣民 た る 「自然 市 民(citoyen　 naturel)」 と 「帰 化 市 民(citoyen　 naturalise)」 と を 区別 して い るが 、 こ の 「市 民 」観 念 は 、
　 い ず れ も 「国 民 、 す な わ ち 国 の 住 民 」 と 同義 で あ る と考 え られ る(M.VANEL,《Le　 FranCais　 d'origine　 dans　 1'ancien
　 droit　francais(XVeme-XVIIIeme　 siecle)》,　 Revue　 critique　de　droit　international(Niboyet),n°3-4/1946,　 Sirey,　p.277)。
32D
.　LOSCHAK,《L'etranger　 et　les　droits　 de　1'homme》,　 in　Service public et libertes: Melanges R.　E.　Charlier,　Editions　 de　l'
　 Universite　 et　de　I'Enseignement　 moderne,1981,　 p.621.
33M
.　VANEL,　 Evolution historique de la notion de Francais d'origine du XVIe siecle au code civil: contribution a l'etude de la
　 〃nationalite francaise d'origine,　Ancienne　 imprimerie　 de　la　Cour　 d'Appel,1945,　 p.96.
34J





　例 えば19世 紀前半、ラフェリエール(Firmin　 LAFERRIERE)は 、「フランス市民 という表現
は、それが我が国の政治的 ・市民的諸法律の言語 として用いられるようになって以降、異なる語




は、人々が フランス人だか らである」と強調 している。また、カレ ・ド・マルベール(Raymond
CARRE　 DE　MALBERG)も 、選挙公務説を論じなが ら、この1789年 宣言について次のように論
じている。「フランス人であるための必要な要件を充たしているすべての個人は、同時に、かつ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
そのことのみによって、『市民』である。この法文書によれば、その二つの身分は調和する。 こ
の二つの身分は、他方なくして一方が獲得され得ない し、喪失され得ない」37。
　今 日でも、多 くの学者が1789年 宣言について、こうした見解を支持 している。
　例えば、テュルパ ン(Dominique　 TURPIN)は 、1789年 宣言は 「『人および市民』の権利の宣言
であ り、それ 自体国籍の属性である市民権を所有 しない者たちに、乳一定数の憲法上の権利」、す




.　LAFERRIERE,　 Cours　 theorique　et pratique　 de　droit　public　et　administratif,3eme ed,　 Cotillon,1850,　 t.　ler　livr.1,　chap.1,　sec。
　 4,p.106.
36人 お よ び市 民 の 権 利 宣 言 第6条 は
、 以 下 の よ うに 規 定 す る。 「法 律 は、 一 般 意 思 の 表 明 で あ る 。 す べ て の 市 民 は 、 自 ら
　 又 は そ の 代 表 者 に よ つ て 、 そ の形 成 に 参 与 す る 権 利 を もつ 。 法 律 は、 保 護 を与 え る場 合 に も、 処 罰 を加 える 場 合 に も、
　 す べ て の 者 に対 し て 同 一 で な け れ ば な らな い 。 す べ て の 市 民 は 、 法 律 の 前 に平 等 で あ る か ら、 そ の 能力 に した が つ て 、
　 か っ 、 そ の 徳 行 と才 能 以 外 の 差 別 な し に、 等 し く、 す べ て の位 階 、 地 位 お よ び公 職(toutes　 dignites,　places　 et　emplois
　 publics)に 就 くこ とが で きる」。
37R
.　CARRE　 DE　 MALBERG,　 Contribution a la theorie generale de l'Etat,　 Sirey,1922,　 Reedition　 presentee　 par　 Eric
　 MAULIN,　 Dalloz,2003,　 p.432.
38F
.　LUCHAIRE,　 K　La　 lecture　 actualisee　 de　 la　Declaration　 des　 droits　 de　1'homme　 et　du　 citoyen　 de　 1789≫,　 in　La
　 declaration　 des　droits　de　l'homme　 et　du　citoyen　et　la/urisprudence,　 PUF,1989,　 PP.215-240.参 照 、　J・KISSANGOULA,　 La
　 (Constitution francais et　les　etranger,op.Cit.,　pp46　 et　s.
39D
.TURPIN,　 K　Le　statut　 constitutionnel　 de　1'etranger≫,　 in　Les　Petites　Affiches,15　 mars　 1991,　n°32,　p.13.




プショー(Eric　PEUCHOT)は 、「何人かの学者が論 じていた 『注意深い読者に衝撃を与えること
になる用語の驚 くべ き曖昧性』」41がそこに存在 し得 るという指摘 を拒否 した上で、「外国人は人
の諸権利を享有するが、市民の諸権利を享有 しない」42と端的に回答する。プショーは、「1789年
8月26日 の宣言は、諸観念 に関するフランスの熱心な勧誘に合致した普遍主義的使命を有 してお
り、(…)こ の困難性 を解消するために、いかなる積極的援助も提案しているようには思われない」




市民に認めるべ き諸権利を考慮するフランス人」である。「その第6条 によって(…)、1789年宣 言は、
市民を法規範の唯一の創造者にする。そこでこの市民とは、国民の意思を表明するところの、総




とであ り、この永続性は、学説上、多数派の問題提起を惹起することは決 してなかった(…)し 、
国籍要件は、常に求められていた。(…)外 国人資格の無能力は、フランスの法的伝統 における
一つの規範である」44と結論づける。
　 しか しなが ら、F・ リュシェール(Francois　 LUCHAIRE)に よれば、革命期の諸憲法のこうし
た読み方は、文法上の観点からも歴史的観点からも不正確であるとされる。
a40　J_M .　BECET　 et　D.　COLARD,　 Les　droits　de　l'homme,　 Economica,.1982,　 pp.27‐28.
41こ の 「何 人 か の 学 者 」 とは
、 ロ シ ャ ッ ク、 ボ ル ジ ェ ッ ト、 オ リヴ ィエ ・ル ・クー ル ・グ ラ ンメ ゾ ン(Olivier　 LE　 COUR
　 GRANDMAISON)を 主 と して 念 頭 に お い て い る と 考 え られ る(Voir,　 D.　LOSCHAK《L'etranger　 et　les　droits　 de　l'
　 homme》,　 op.cit.,　p.621,　 M.　 BORGETTO,　 op.cit.,　p.5,O.　 LE　 COUR　 GRANDMAISON,　 Les　citoyennetes　 en　revolution
　 (1789-1794),PUF,1992,　 p.100)。 しか しな が ら、 プ シ ョーが 投 票 権 の 視 点 か ら だ け で こ の 問 題 に取 り組 ん だ の に対 し、
　 ロ シ ャ ック は 、1789年 宣 言 に 規 定 され た 人 お よび 市 民 の 権 利 の 全 体 に言 及 して い る点 に留 意 す る必 要 が あ る。
42







全体 としてアナーキーで、 しばしば非論理的な用い られ方をしていること」、また、「より明確
で、それほど広い意味で用いられているわけではない 『市民』という用語が、その言葉が用いら
れている同じ条文や同じ句の中で、普遍主義を内包する言葉(『すべての人(tout homme)』 、『い




BORGETTO)は 、「言語上の変化」がこの時代に採択 された諸宣言に見出せることを確認 した上
で、外国人に関して確固とした立場に立つてその結論を導き出すことができない と指摘 し、この
見解を擁護 している47。さらに トロペールは、1789年 宣言における「市民」観念の用法の「曖昧さ」
にもかかわらず、その意味は「明瞭」であるとする。すなわち、たとえこの言葉が 「二つの異なる
意味で用い られた」ことが決 して明瞭ではないとしても、「この二つの意味は現代的な二つの意











45 F .  LUCHAIRE, « Le conseil constitutionnel et la souveraineté nationale »,  R.D.P. n°6, 1991,  pp.1499  —1500. 
 46 D. LOCHAK, « L'étranger et les droits de l'homme »,  op.cit.,  p.621 et  p.628. 
47 M
. BORGETTO,  op.cit.,  p.59. 
48 M
. TROPER, « La notion de citoyen sous la Révolution française », op.cit.,  p.303.
て定められた場合にその自由の濫用について責任 を負 うほかは、自由に、話 し、書 き、印刷する
ことができる」と規定されている49。
第二に、「人(homme)」 または「何人も～ない(nul homme)」 という言葉が用いられているケー
スがある。これは、「社会」を考慮せずに考えることのできる自然権 を対象 とすることが問題と
なるとき、用いられている。第1条(「人(les hommes)は 、自由かつ権利において平等に生 まれ、
かつ生存する」)、第2条(人 の自然的で時効によつて消滅することのない権利 とは 「自由、所有、












否 され得 ない公民的な特質(平 等な公務就任資格、法律の形成に参与する権利、公的分担金の平
等な配分)を 、単に定めているに過 ぎない。 トロペールの言葉を借 りれば、「人権宣言が直接市
民 を定義していないとしても、人権宣言は、まさしく市民の政治的権利について規定 しているの
である」50。
特にその第6条 に関 して、「すべての市民」に平等に公職に就 くことを保障する行為は、革命家
たちが公職か ら市民でない者を排除する意図を有 していたことを証明しない限 り、意味を持たな
いと考えられる。起草された第6条(す なわち、法律は 「すべての者に対して同一でなければなら
ない(… 〉。すべての市民は、法律の眼には平等であり、平等に就 くことがで きる(…)」)に おいて、
平等な公務就任資格は 「すべての者」に対する法適用の平等を述べたす ぐ後に続いてお り、結果
J
的に、宣言起草者の精神においては、権利の平等か ら生 じているものであると考えられるか らで
ある51(以 上、下線は引用者)。
49ト ロペ ールの分析 によれば(ibid ,p.304)、 ここで参 照 している 「人」とい う用 法か ら他 の用 法(「市民」)への変化 は、「ま
さに 『市民的諸権利(droits civils)』と呼ばれ る一定の 自然権 は、社 会の中で行使される。 したがって、人は市民 になる」
というこ とを、 強調する役 割 を果たすためであ ると考 えられ るとい う。
50  Ibid .,  p.304. 






シェールは、以下のように論 じた。「この条文 〔1789年宣言第6条〕は、 フランス市民のみがそれ
を享受するとは述べていない。立法府は、それゆえ、他の権利享受者を加えることができる。(…)
この解釈は、文法の面か ら正 しいだけでな く、歴史的観点か らも正 しい。(…)人 権宣言のこの
条文は、ユダヤ人 とプロテスタン トがセカンド・ゾー ンの国籍保持者 と考えられていた時代に、
すべての市民の間の平等原則を宣言することを目的としていた。この規定は、外国人に向けられ
たものではなかった。起草者たちは、反対に、大臣としてネッケル(NECKER)を 要求 し、ジュネー






1789年 宣言につ き、現代の公法学者 シュヴァリエ(Jean-Jacques CHVALLIER)は 、「人権宣言
は、何がフランス市民の特別な諸権利であるかをただ問題にしていたのではない。何が政治に関
する人の一般的諸権利であるかを問題にしていたのである。人権宣言は、あらゆる部分社会の外






, G.VEDEL, « L'égalité », in La déclaration des droits de l'homme et du  citoyen, de 1789, La documentation française, 
 1990,  pp.171 et s. 
53 F . LUCHAIRE, « Le conseil constitutionnel et la souveraineté nationale »,  R.D.R, n°6, 1991, pp.1499  —1500. 
54 M. TROPER, « La notion de citoyen sous la Révolution française », op.cit.,  p.308. 
55  M . CHEVALIER, Histoire des institutions et des régimes politiques de la France moderne, 7ème éd.,  par O. CONAC , Dalloz, 
 1985,  p.24.
す る こ とが 問 題 な の で あ り、 あ らゆ る制 度 はそ こ か ら生 じな け れ ば な らな い 」56と強 調 し、 さ ら.
に 第1回 憲 法 委 員 会 の名 に お い て、 シ ャ ンピ オ ン ・ド・ス ィ セ(J.M.CHAMPION DE CICE)が 「こ
の 審 議 は 、 人 の 本 質 や 性 質 か ら切 り離 す こ との で き ない よ う にす る 自然 か ら受 け継 い だ一 つ の力
を、 道 徳 と理 性 か ら受 け継 が れ 、 全 て の 中 心 に置 か れ た基 本 的真 理 に刻 みつ け る こ とを 目的 にす
るの で あ る 」57と強 調 して1789年 宣 言 は 議 論 さ れ て い っ た。 議 員 た ち は この 精 神 を 踏 襲 し、 そ の
後 例 え ば、1789年8月3日 、 デ ム ー ニエ(J-N.DEMEUNIER)は 、 「この諸 権 利 は 、 あ らゆ る時代 ・
あ ら ゆ る国 民 の もの で あ る」58と述 べ 、また、同 年8月20日 、デ ュ ケ ス ノ ワ(A.DUQUESNOY)は 、「こ
の 宣 言 は、 あ ら ゆ る時 代 、 あ らゆ る人 民 の も ので な け れ ば な らな い。 情 勢 が変 化 し よ う と も、 そ
れ は革 命 の 中心 で 不 変 の ま ま で な け れ ば な らな い。 法 律(loi)と 法 〔=権 利 〕(droit)は 区 別 しな け
れ ば な らない 。 す な わ ち、 法 律 は風 習 に似 てお り、 国民 的性 格 の様 相 を 身 に ま と う。 こ れ に対 し
て 法 〔=権 利 〕は、常 に 同 じ もの で あ る」59と論 じた 。 さ らに、ペ シ オ ン(A.PETION)は 、8月23日 、「フ
ラ ン ス の た め だ け で な く、人 間 一 般 の た め に こ こで 権 利 宣 言 をつ くる こ とが 問題 とな る ので あ る」
と主 張 した60(下 線 は 引用 者)。
他 方 で 、 こ の1789年 宣 言 に反 対 す る者 た ち は 、 この 「う ん ざ りす る よ うな 形 而上 学 的 長 広 告 」
や 「公 民 て ほ ど きの 授 業 」の起 草 作 業 に入 ら な い こ と を擁 護 す る理 由 と して 、 こ の宣 言 の普 遍 的
性 格 を 問題 に して い た61。 例 え ば、 デ ル ヴ ォー(Paul　 DELVAUX)に よ って 行 わ れ た1789年 宣 言
に 関 す る 憲 法 制 定 議 会 の 議 論 の 分析 に よれ ば 、 「人 権 の源 は 、基 本 的真 理(verites premieres)に
あ る 。 す な わ ち、 人 間 の 心 に刻 み 込 まれ た 異 論 の な い 諸 原 理 に あ る」62とされ 、 バ コ(Guillaume
BACOT)に よれ ば 、 「あ らゆ る 傾 向 の 議 員 た ち に よ っ て 、 最 も繰 り返 し恒 常 的 に反 復 され る主
題 の 一 つ 」63がそ の基 本 的真 理 で あ る と され る。1789年 宣 言 に、 時 代 を 超 越 す る 、 普 遍 的 な性 格
を付 与 し よ う とす る意 思 は 、1789年7月 と8月 の 多 くの 宣 言 草 案 に も同 様 に垣 間 み ら れ る64。 例
えば 、 タル ジ ェ(TARGET)の 「社 会 にお け る人 権 宣 言(Declaration des Droits de l'Homme en
Societe)」 と題 す る権 利 宣 言 は そ の典 型 で あ り、 「す べ て の人 は、 政 治集 団 に よつ て創 設 され た 職
務 お よ び職 を遂 行 す る平 等 な権 利(droit egale de remplir les fonctions et les offices)を 有 す る
56  A.P., t.8,  11  juillet 1789, p222. 
57 t .8, 27 juillet 1789, p.281. 
58 t .8, 3 août 1789, p.334. 
59 t .8, 20 août 1789,  pA62. 
 A.P., t.8, 23 août 1789,  pA75.  , S. RIALS, La Déclaration des Droits de l'Homme et du Citoyen, op.cit., 
 pp.351  —  352   
61 G.BACOT, « Déclaration de 1789 et Constitution de 1958 »,  R.D.P, 1985,  p.690. 
62 P.DELVAUX, «  Analyse lexicale des débats de la Constuituant sur la Déclaration des droits de l'homme », in Droits 
 Revue française de théorie juridique, n°2, 1986, pp.23  —  33. 
63 G.BACOT, « Déclaration de 1789 et Constitution de 1958 », op.cit., p.695. 
 64  , S. RIALS,  op.cit., pp.477 et s.
(…)」と規定 している65。これに対 して、明確に「フランス人(un　Franｃois)」「フランス市民(Citoyen
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66 « Constitution des droits d'un citoyen françois », Ibid.,  p.608. 
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